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長 寿 第１８７１号

平成２５年１月１５日

指定介護療養型医療施設開設者 殿

岡山県保健福祉部長寿社会課長

（公 印 省 略）

健康保険法等の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規

定によりなおその効力を有するものとされた同法第二十六条の規定

による改正前の介護保険法に基づき条例で規定された指定介護療養

型医療施設の人員、設備及び運営の基準について

健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第百三

十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第二十六条

の規定による改正前の介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第百十条第一項

及び第二項の規定による「健康保険法等の一部を改正する法律附則第百三十条の

二第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第二十六条の規定

による改正前の介護保険法に基づく指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運

営の基準を定める条例」（以下「指定介護療養型医療施設条例」という。）につ

いては、平成二十四年十月五日岡山県条例第六十六号をもって公布され、平成二

十五年四月一日より施行されることとなっています。その運用に当たっては、次

のことに留意し、適切に対応してください。

記

１ 本県独自基準以外の基準についての運用

２に定めるもののほか、「指定介護療養型医療施設条例」の運用に当たって

は、「健康保険法等の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備

及び運営に関する基準」（平成十一年厚生省令第四十一号）の運用のために発

出された「健康保険法等の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規

定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、

設備及び運営に関する基準について」（平成十二年三月十七日付け老企第四十

五号。以下「基準省令解釈通知」という。）において示されている内容を準用

し、これを踏まえて指定介護療養型医療施設は、適正な事業運営をすること。

２ 本県独自基準についての運用

「指定介護療養型医療施設条例」において本県独自に盛り込まれた基準につ

いては、県独自に運用上の留意事項を別紙のとおり定めたので、指定介護療養

型医療施設は、別紙の留意事項を十分に確認の上、適正に事業を運営すること。
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（別紙）

１ 内容及び手続きの説明及び同意

（指定介護療養型医療施設条例第七条第一項）

準用する基準省令解釈通知に加え、患者及び指定介護療養型医療施設双方

の保護の立場から、サービス提供の内容をお互いが十分に認識できているこ

とを確認するためにも、同意を得る方法は、できる限り書面によることが望

ましい。

２ 取扱方針に規定する質の評価

（指定介護療養型医療施設条例第十六条第六項）

提供されたサービスについて、目標達成の度合いや入院患者及びその家族

の満足度等について常に評価を行わなければならない。サービスの質の評価

は、自ら行う評価に限らず、第三者評価などの外部の者による評価など、多

様な評価方法を広く用い、様々な視点から客観的にサービスの質の評価を行

わなければならない。

また、評価の結果を踏まえ、常にサービスの改善を図りながらより良いサ

ービスの提供を行わなければならない。

３ 取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定介護療養型医療施設条例第十六条第七項）

成年後見制度は、認知症、障害等により判断能力が不十分な状態にある方

を法律的な面で保護し、支援するための制度である。

指定介護療養型医療施設は、適正な契約手続等を行うために成年後見制度

の活用が必要と認められる場合（入院患者自身では、各種契約、不動産・預

貯金等の財産の管理等が困難であり、入院患者を法律的に支援する必要があ

る等）は、地域包括支援センターや市町村担当課等の相談窓口を入院患者に

紹介する等関係機関と連携し、入院患者が成年後見制度を活用することがで

きるように配慮しなければならない。

４ 食事に規定する地産地消

（指定介護療養型医療施設設条例第二十一条第二項）

食の安全の確保や地場産品の消費拡大の視点から、地域の旬の食材を活用

し、季節や行事に応じた食事の提供をすることでサービスの質の向上を求め

るものである。

５ その他のサービスの提供に規定するレクリエーション

（指定介護療養型医療施設条例第二十二条第一項）

充実した日常生活につながるよう、入院患者からの要望を考慮して、個々

の嗜好に応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動を幅広く行えるように配慮す

ることを求めるものである。

６ 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定介護療養型医療施設条例第二十八条第四項）

従業者の資質向上のために計画的に確保するものとされている研修には、
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高齢者の尊厳を守り、高齢者及び家族等が共に健やかな生活を送ることがで

きるように高齢者の人権擁護や虐待防止等の内容を含めることを義務付ける

ものである。

指定介護療養型医療施設は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す

る支援等に関する法律（平成十七年法律第百二十四号）」の趣旨及び内容を

十分に踏まえた研修内容となるようにしなければならない。

７ 非常災害対策

（指定介護療養型医療施設条例第三十条）

指定介護療養型医療施設は、非常災害に際して必要な具体的計画の策定、

関係機関への通報及び連携体制の整備、避難・救出訓練の実施等の対策に万

全を期さなければならないこととしたものである。また、非常災害時には、

指定介護療養型医療施設として、援護が必要となった者への支援協力を求め

たものである。

ア 消火設備等の非常災害に際して必要となる設備を、消防法（昭和二十三

年法律第百八十六号）その他の法令等の規定に従い、確実に設置しなけれ

ばならない。

イ 指定介護療養型医療施設は、入院患者の状態や当該施設が所在する地域

の地理的実情（津波災害警戒区域であるか、土砂災害警戒区域であるか等）

を踏まえ、想定される災害の種類（津波・高潮・土砂災害・地震・火災等）

ごとに、その規模（当該施設の所在市町村全体・所在地域・当該施設・当

該施設の一部分か等）及び被害の程度（ライフラインが１週間程度で復旧

される場合、施設内給食施設は１ヶ月程度使用不能である場合等）に応じ

た実効性のある具体的な計画（消防法施行規則（昭和三十六年自治省令第

六号）第三条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む）及び風水害、

地震等の災害に対処するための計画）を立てなければならない。

なお、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法第八

条の規定により防火管理者を置くこととされている施設にあってはその者

に行わせるものとする。また、防火管理者を置かなくてもよいこととされ

ている施設においても、防火管理について責任者を定め、その者に消防計

画に準ずる計画の樹立等の業務を行わせるものとする。

また、非常災害時には、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとる

よう従業者に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携

を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制作りに

努め、全ての従業者がその内容を熟知し、実行できるようにしなければな

らない。

ウ イの計画に従い、避難又は救出に係る訓練等必要な訓練を定期的に行わ

なければならない。その場合、実際に非常災害が発生した場合に対応でき

るような実効性の高いものとしなければならない。

エ 指定介護療養型医療施設は、非常災害時にその入院患者の安全の確保が

図られるように、事前に市町村や地域住民のほか、医療や福祉に関わる他

の事業所等と相互に支援・協力を行うための連携体制の整備に努めること

を求めるものである。

オ 非常災害時には、当該施設の入院患者に限らず、地域の高齢者、障害者、

乳幼児等の特に配慮を要する者を受け入れる等可能な限り支援をすること
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を求めるものである。

８ 記録の整備に規定する保存年限

（指定介護療養型医療施設条例第四十条第二項）

各種の記録については、完結の日から五年間保存をしなければならないと

したものである。

完結の日とは、入院患者との契約の終了日ではなく、それぞれの書類ごと

に、その書類を使わなくなった日とする。入院患者との契約が継続している

間において、当該入院患者に関する全ての記録を保存することを求めるもの

ではない。

指定介護療養型医療施設においては、保存業務の煩雑さを避ける観点から、

それぞれの記録の所属する年度（目標期間が設けられているものについては、

その期間の満了日の所属する年度）の終了後、五年間保存する等、適正な運

用を図るものとする。

なお、他の法令等により、五年間以上の保管期間が義務付けられているも

のについては、それぞれの規定に従う必要がある。

基準省令解釈通知第四の６、10（２）、11（８）及び26（２）の「二年間」

は、指定介護療養型医療施設条例の規定に従い、「五年間」とする。

９ ユニット型指定介護療養型医療施設

（１）取扱方針に規定する質の評価

（指定介護療養型医療施設条例第四十七条第八項）

基本的に同趣旨であるため、２を参照すること。

（２）取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定介護療養型医療施設条例第四十七条第九項）

基本的に同趣旨であるため、３を参照すること。

（３）食事に規定する地産地消

（指定介護療養型医療施設条例第四十九条第二項）

基本的に同趣旨であるため、４を参照すること。

（４）勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定介護療養型医療施設条例第五十二条第五項）

基本的に同趣旨であるため、６を参照すること。

（５）準用

（指定介護療養型医療施設条例第五十四条）

準用の規定により、１、７及び８を参照すること。
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長 寿 第１８６８号

平成２５年１月１５日

各介護保険事業者 殿

岡山県保健福祉部長寿社会課長

（公 印 省 略）

介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅サービス等及び

指定介護予防サービス等の基準等について

介護保険法（平成九年法律第百二十三号。以下「法」という。）第四十二条第

一項第二号、第七十四条第一項及び第二項並びに第七十条第二項第一号の規定に

よる「介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基

準等を定める条例」（以下「指定居宅サービス等条例」という。）及び法第五十

四条第一項第二号、第百十五条の四第一項及び第二項並びに第百十五条の二第二

項第一号の規定による「介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の人

員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法の基準等を定める条例」（以下「指定介護予防サービス等条例」と

いう。）については、平成二十四年十月五日岡山県条例第六十二号及び第六十五

号をもって公布され、平成二十五年四月一日から施行されることとなっています。

その運用に当たっては、次のことに留意し、適切に対応してください。

記

１ 本県独自基準以外の基準についての運用

２に定めるもののほか、「指定居宅サービス等条例」及び「指定介護予防サ

ービス等条例」の運用に当たっては、「指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準」（平成十一年厚生省令第三十七号）及び「指定介護

予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成十八年厚生労

働省令第三十五号）の運用のために発出された「指定居宅サービス等及び指定

介護予防サービス等に関する基準について」（平成十一年九月十七日付け老企

第二十五号。以下「基準省令解釈通知」という。）において示されている内容

を準用し、これを踏まえて指定居宅サービス等事業者及び指定介護予防サービ

ス等事業者は、適正な事業運営をすること。

２ 本県独自基準についての運用

「指定居宅サービス等条例」及び「指定介護予防サービス等条例」において

本県独自に盛り込まれた基準等については、県独自に運用上の留意事項を別紙

のとおり定めたので、指定居宅サービス等事業者及び指定介護予防サービス等

事業者は、別紙の留意事項を十分に確認の上、適正に事業を運営すること。
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（別紙）

第一 指定の要件

（指定居宅サービス等条例第四条、指定介護予防サービス等条例第四条）

指定の申請者は法人でなければならない。ただし、次のア及びイは除く。

ア 病院（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第一条の五第一項の病院

をいう。以下同じ。）、診療所（同条第二項の診療所をいう。以下同じ。）

又は薬局（薬事法（昭和三十五年法律第百四十五号）第二条第十一項の薬

局をいう。以下同じ。）が行う場合の次のサービス

・居宅療養管理指導

・介護予防居宅療養管理指導

イ 病院又は診療所が行う場合の次のサービス

・訪問看護

・介護予防訪問看護

・訪問リハビリテーション

・介護予防訪問リハビリテーション

・通所リハビリテーション

・介護予防通所リハビリテーション

・短期入所療養介護

・介護予防短期入所療養介護

第二 介護サービス

１ 訪問介護

（１）内容及び手続の説明及び同意

（指定居宅サービス等条例第九条第一項）

準用する基準省令解釈通知に加え、利用者及び事業者双方の保護の立

場から、サービス提供の内容をお互いが十分に認識できていることを確

認するためにも、同意を得る方法は、できる限り書面によることが望ま

しい。

（２）基本取扱方針に規定する質の評価

（指定居宅サービス等条例第二十三条第二項）

提供されたサービスについて、目標達成の度合いや利用者及びその家

族の満足度等について常に評価を行わなければならない。サービスの質

の評価は、自ら行う評価に限らず、第三者評価などの外部の者による評

価など、多様な評価方法を広く用い、様々な視点から客観的にサービス

の質の評価を行わなければならない。

また、評価の結果を踏まえ、常にサービスの改善を図りながらより良

いサービスの提供を行わなければならない。

（３）具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定居宅サービス等条例第二十四条第二項）

成年後見制度は、認知症、障害等により判断能力が不十分な状態にあ

る方を法律的な面で保護し、支援するための制度である。

事業者は、適正な契約手続等を行うために成年後見制度の活用が必要
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と認められる場合（利用者自身では、各種契約、不動産・預貯金等の財

産の管理等が困難であり、利用者を法律的に支援する必要がある等）は、

地域包括支援センターや市町村担当課等の相談窓口を利用者に紹介する

等関係機関と連携し、利用者が成年後見制度を活用することができるよ

うに配慮しなければならない。

（４）勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定居宅サービス等条例第三十二条第四項）

従業者の資質向上のために計画的に確保するものとされている研修に

は、高齢者の尊厳を守り、高齢者及び家族等が共に健やかな生活を送る

ことができるように高齢者の人権擁護や虐待防止等の内容を含めること

を義務付けるものである。

事業者は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律（平成十七年法律第百二十四号）」（以下、「高齢者虐待防止法」

という。）の趣旨及び内容を十分に踏まえた研修内容となるようにしな

ければならない。

（５）記録の整備に規定する保存年限

（指定居宅サービス等条例第四十二条第二項）

各サービスごとに掲げられた各種の記録については、完結の日から五

年間保存をしなければならないとしたものである。

完結の日とは、利用者との契約の終了日ではなく、それぞれの書類ご

とに、その書類を使わなくなった日とする。利用者との契約が継続して

いる間において、当該利用者に関する全ての記録を保存することを求め

るものではない。

事業者においては、保存業務の煩雑さを避ける観点から、それぞれの

記録の所属する年度（目標期間が設けられているものについては、その

期間の満了日の所属する年度）の終了後、五年間保存する等、適正な運

用を図るものとする。

なお、他の法令等により、五年間以上の保管期間が義務付けられてい

るものについては、それぞれの規定に従う必要がある。

基準省令解釈通知第三の一の３(９)②、（13）④、（23）②及び（25）

の「二年間」は、指定居宅サービス等条例の規定に従い、「五年間」と

する。

（中略）

６ 通所介護

（中略）

（３）勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定居宅サービス等条例第百八条第四項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（４）を参照する

こと。

（４）非常災害対策
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（指定居宅サービス等条例第百十条）

事業者は、非常災害に際して必要な具体的計画の策定、関係機関への

通報及び連携体制の整備、避難・救出訓練の実施等の対策に万全を期さ

なければならないこととしたものである。また、非常災害時には、事業

者として、援護が必要となった者への支援協力を求めたものである。

ア 事業者は、利用者の状態や当該事業所が所在する地域の地理的実情

（津波災害警戒区域であるか、土砂災害警戒区域であるか等）を踏ま

え、想定される災害の種類（津波・高潮・土砂災害・地震・火災等）

ごとに、その規模（当該事業所の所在市町村全体・所在地域・当該事

業所・当該事業所の一部分か等）及び被害の程度（ライフラインが１

週間程度で復旧される場合、事業所内給食施設は１ヶ月程度使用不能

である場合等）に応じた実効性のある具体的な計画（消防法施行規則

（昭和三十六年自治省令第六号）第三条に規定する消防計画（これに

準ずる計画を含む）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画）

を立てなければならない。

なお、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法

（昭和二十三年法律第百八十六号）第八条の規定により防火管理者を

置くこととされている事業所にあってはその者に行わせるものとす

る。また、防火管理者を置かなくてもよいこととされている事業所に

おいても、防火管理について責任者を定め、その者に消防計画に準ず

る計画の樹立等の業務を行わせるものとする。

また、非常災害時には、地域の消防機関へ速やかに通報する体制を

とるよう従業者に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民

との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるよう

な体制作りに努め、全ての従業者がその内容を熟知し、実行できるよ

うにしなければならない。

イ アの計画に従い、避難又は救出に係る訓練等必要な訓練を定期的に

行わなければならない。その場合、実際に非常災害が発生した場合に

対応できるような実効性の高いものとしなければならない。

ウ 事業者は、非常災害時にその利用者の安全の確保が図られるように、

事前に市町村や地域住民のほか、医療や福祉に関わる他の事業所等と

相互に支援・協力を行うための連携体制の整備に努めることを求める

ものである。

エ 非常災害時には、当該事業所の利用者に限らず、地域の高齢者、障

害者、乳幼児等の特に配慮を要する者を受け入れる等可能な限り支援

をすることを求めるものである。

（中略）

８ 短期入所生活介護

（中略）

（２）内容及び手続の説明及び同意

（指定居宅サービス等条例第百五十二条第一項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（１）を参照する

こと
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（中略）

（４）食事に規定する地産地消

（指定居宅サービス等条例第百五十八条第二項）

食の安全の確保や地場産品の消費拡大の視点から、地域の旬の食材を

活用し、季節や行事に応じた食事の提供をすることでサービスの質の向

上を求めるものである。

（５）その他サービスの提供

（指定居宅サービス等条例第百六十二条第一項）

充実した日常生活につながるよう、利用者からの要望を考慮して、個

々の嗜好に応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動を幅広く行えるように

配慮することを求めるものである。

（中略）

９ 短期入所療養介護

（１）取扱方針に規定する質の評価及び成年後見制度の活用

（指定居宅サービス等条例第百九十四条第六項及び第七項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（２）及び（３）

を参照すること。

（２）食事に規定する地産地消

（指定居宅サービス等条例第百九十九条第二項）

短期入所生活介護の場合と基本的に同趣旨であるため、８の（４）を

参照すること。

（３）その他サービスの提供

（指定居宅サービス等条例第二百条第一項）

短期入所生活介護の場合と基本的に同趣旨であるため、８の（５）を

参照すること。

（４）記録の整備に規定する保存年限

（指定居宅サービス等条例第二百三条第二項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（５）を参照する

こと。

基準省令解釈通知第三の九の２（２）②及び（３）②の「二年間」は、

指定居宅サービス等条例の規定に従い、「五年間」とする。

（５）準用

（指定居宅サービス等条例第二百四条）

準用の規定により、６の（３）及び（４）並びに８の（２）を参照す

ること。

（６）ユニット型指定短期入所療養介護

ア 取扱方針に規定する質の評価及び成年後見制度の活用

64



（指定居宅サービス等条例第二百九条八項及び第九項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（２）及び（３）

を参照すること。

イ 食事に規定する地産地消

（指定居宅サービス等条例第二百十一条第二項）

短期入所生活介護の場合と基本的に同趣旨であるため、８の（４）

を参照すること。

ウ 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定居宅サービス等条例第二百十四条第五項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（４）を参照す

ること。

エ 準用

（指定居宅サービス等条例第二百十六条）

準用の規定により、（４）並びに（５）で準用する６の（４）及び

８の（２）を参照すること。

（中略）

第三 介護予防サービス

１ 介護予防訪問介護

（１）内容及び手続の説明及び同意

（指定介護予防サービス等条例第九条第一項）

準用する基準省令解釈通知に加え、利用者及び事業者双方の保護の立

場から、サービス提供の内容をお互いが十分に認識できていることを確

認するためにも、同意を得る方法は、できる限り書面によることが望ま

しい。

（２）勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定介護予防サービス等条例第二十九条第四項）

従業者の資質向上のために計画的に確保するものとされている研修に

は、高齢者の尊厳を守り、高齢者及び家族等が共に健やかな生活を送る

ことができるように高齢者の人権擁護や虐待防止等の内容を含めること

を義務付けるものである。

事業者は、「高齢者虐待防止法」の趣旨及び内容を十分に踏まえた研

修内容となるようにしなければならない。

（３）記録の整備に規定する保存年限

（指定介護予防サービス等条例第三十九条第二項）

各サービスごとに掲げられた各種の記録については、完結の日から五

年間保存をしなければならないとしたものである。

完結の日とは、利用者との契約の終了日ではなく、それぞれの書類ご

とに、その書類を使わなくなった日とする。利用者との契約が継続して

いる間において、当該利用者に関する全ての記録を保存することを求め

るものではない。

事業者においては、保存業務の煩雑さを避ける観点から、それぞれの

記録の所属する年度（目標期間が設けられているものについては、その
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期間の満了日の所属する年度）の終了後、五年間保存する等、適正な運

用を図るものとする。

なお、他の法令等により、五年間以上の保管期間が義務付けられてい

るものについては、それぞれの規定に従う必要がある。

基準省令解釈通知第四の三の１（２）③の「二年間」は、指定介護予

防サービス等条例の規定に従い、「五年間」とする。

（４）基本取扱方針に規定する質の評価

（指定介護予防サービス等条例第四十条第二項）

提供されたサービスについて、目標達成の度合いや利用者及びその家

族の満足度等について常に評価を行わなければならない。サービスの質

の評価は、自ら行う評価に限らず、第三者評価などの外部の者による評

価など、多様な評価方法を広く用い、様々な視点から客観的にサービス

の質の評価を行わなければならない。

また、評価の結果を踏まえ、常にサービスの改善を図りながらより良

いサービスの提供を行わなければならない。

（５）具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定介護予防サービス等条例第四十一条第二項）

成年後見制度は、認知症、障害等により判断能力が不十分な状態にあ

る方を法律的な面で保護し、支援するための制度である。

事業者は、適正な契約手続等を行うために成年後見制度の活用が必要

と認められる場合（利用者自身では、各種契約、不動産・預貯金等の財

産の管理等が困難であり、利用者を法律的に支援する必要がある等）は、

地域包括支援センターや市町村担当課等の相談窓口を利用者に紹介する

等関係機関と連携し、利用者が成年後見制度を活用することができるよ

うに配慮しなければならない。

（中略）

６ 介護予防通所介護

（１）勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定介護予防サービス等条例第百三条第四項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（２）を

参照すること。

（２）非常災害対策

（指定介護予防サービス等条例第百五条）

事業者は、非常災害に際して必要な具体的計画の策定、関係機関への

通報及び連携体制の整備、避難・救出訓練の実施等の対策に万全を期さ

なければならないこととしたものである。また、非常災害時には、事業

者として、援護が必要となった者への支援協力を求めたものである。

ア 事業者は、利用者の状態や当該事業所が所在する地域の地理的実情

（津波災害警戒区域であるか、土砂災害警戒区域であるか等）を踏ま

え、想定される災害の種類（津波・高潮・土砂災害・地震・火災等）

ごとに、その規模（当該事業所の所在市町村全体・所在地域・当該事

業所・当該事業所の一部分か等）及び被害の程度（ライフラインが１
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週間程度で復旧される場合、事業所内給食施設は１ヶ月程度使用不能

である場合等）に応じた実効性のある具体的な計画（消防法施行規則

第三条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む）及び風水害、

地震等の災害に対処するための計画）を立てなければならない。

なお、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法

第八条の規定により防火管理者を置くこととされている事業所にあっ

てはその者に行わせるものとする。また、防火管理者を置かなくても

よいこととされている事業所においても、防火管理について責任者を

定め、その者に消防計画に準ずる計画の樹立等の業務を行わせるもの

とする。

また、非常災害時には、地域の消防機関へ速やかに通報する体制を

とるよう従業者に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民

との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるよう

な体制作りに努め、全ての従業者がその内容を熟知し、実行できるよ

うにしなければならない。

イ アの計画に従い、避難又は救出に係る訓練等必要な訓練を定期的に

行わなければならない。その場合、実際に非常災害が発生した場合に

対応できるような実効性の高いものとしなければならない。

ウ 事業者は、非常災害時にその利用者の安全の確保が図られるように、

事前に市町村や地域住民のほか、医療や福祉に関わる他の事業所等と

相互に支援・協力を行うための連携体制の整備に努めることを求める

ものである。

エ 非常災害時には、当該事業所の利用者に限らず、地域の高齢者、障

害者、乳幼児等の特に配慮を要する者を受け入れる等可能な限り支援

をすることを求めるものである。

（中略）

８ 介護予防短期入所生活介護

（中略）

（２）内容及び手続の説明及び同意

（指定介護予防サービス等条例第百三十四条第一項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（１）を

参照すること

（中略）

（６）食事に規定する地産地消

（指定介護予防サービス等条例第百四十七条第二項）

食の安全の確保や地場産品の消費拡大の視点から、地域の旬の食材を

活用し、季節や行事に応じた食事の提供をすることでサービスの質の向

上を求めるものである。

（７）その他サービスの提供

（指定介護予防サービス等条例第百五十一条第一項）
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充実した日常生活につながるよう、利用者からの要望を考慮して、個

々の嗜好応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動を幅広く行えるように配

慮することを求めるものである。

（中略）

９ 介護予防短期入所療養介護

（１）記録の整備に規定する保存年限

（指定介護予防サービス等条例第百八十一条第二項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（３）を

参照すること。

基準省令解釈通知第四の三の９（２）③の「二年間」は、指定介護予

防サービス等条例の規定に従い、「五年間」とする。

（２）基本取扱方針に規定する質の評価

（指定介護予防サービス等条例第百八十三条第二項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（４）を

参照すること。

（３）具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定介護予防サービス等条例第百八十四条第二項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（５）を

参照すること。

（４）食事に規定する地産地消

（指定介護予防サービス等条例第百八十八条第二項）

介護予防短期入所生活介護の場合と基本的に同趣旨であるため、８の

（６）を参照すること。

（５）その他サービスの提供

（指定介護予防サービス等条例第百八十九条第一項）

介護予防短期入所生活介護の場合と基本的に同趣旨であるため、８の

（７）を参照すること。

（６）準用

（指定介護予防サービス等条例第百八十二条）

準用の規定により、６の（１）及び（２）並びに８の（２）を参照す

ること。

（７）ユニット型指定介護予防短期入所療養介護

ア 勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定介護予防サービス等条例第百九十五条第五項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（２）

を参照すること。

イ 食事に規定する地産地消

（指定介護予防サービス等条例第二百条第二項）

介護予防短期入所生活介護の場合と基本的に同趣旨であるため、８
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の（６）を参照すること。

ウ 準用

（指定介護予防サービス等条例第百九十七条及び第二百二条）

準用の規定により、（１）から（３）まで並びに（６）で準用する

６の（２）及び８の（２）を参照すること。

（後略）
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平成２６年度介護報酬改定 介護報酬の見直し案 

 

 

別紙１：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準      

 

 

別紙２：指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準      

 

 

別紙３：指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準     

 

 

別紙４：指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準   

 

  

別紙５：指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準    

 

 

別紙６：指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する 

基準                             

 

 

別紙７：指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準      
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別紙１：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 
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別紙３：指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準 
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別紙５：指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 
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：平成２６年４月改定箇所

Ⅰ　指定居宅サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　訪問介護費

　２　訪問入浴介護費

　３　訪問看護費

　４　訪問リハビリテーション費

　５　居宅療養管理指導費

　６　通所介護費

　７　通所リハビリテーション費

　８　短期入所生活介護費

　９　短期入所療養介護費

　　　イ　介護老人保健施設における短期入所療養介護費

　　　ロ　療養病床を有する病院における短期入所療養介護費

　　　ハ　診療所における短期入所療養介護費

　　　ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介護費

　１０　特定施設入居者生活介護費
　１１　福祉用具貸与費

Ⅱ　指定居宅介護支援介護給付費単位数の算定構造
　　　　居宅介護支援費

Ⅲ　指定施設サービス等介護給付費単位数の算定構造

　１　介護福祉施設サービス

　２　介護保健施設サービス

　３　介護療養施設サービス

　　　イ　療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

　　　ロ　療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス

　　　ハ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サービス

介　護　報　酬　の　算　定　構　造　（案）

介　護　サ　ー　ビ　ス

社保審－介護給付費分科会

第98回（H26.1.15） 資料1-3

109



ロ　療養病床を有する病院における短期入所療養介護費

注 注 注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職員
の勤務条件基
準を満たさない
場合

利用者の数及
び入院患者の
数の合計数が
入院患者の定
員を超える場合 又

は

看護・介護職員
の員数が基準に
満たない場合

又
は

看護師が基準
に定められた看
護職員の員数に
20/100を乗じ
て得た数未満の
場合

又
は

僻地の医師確
保計画を届出た
もので、医師の
数が基準に定め
られた医師の員
数に60/100を
乗じて得た数未
満である場合

又
は

僻地の医師確
保計画を届出た
もの以外で、医
師の数が基準に
定められた医師
の員数に
60/100を乗じ
て得た数未満で
ある場合

常勤のユニット
リーダーをユ
ニット毎に配置し
ていない等ユ
ニットケアにおけ
る体制が未整備
である場合

廊下幅が設備
基準を満たさな
い場合

医師の配置につ
いて医療法施
行規則第４９条
の規定が適用さ
れている場合

夜勤を行う職員
の勤務条件に関
する基準の区分
による加算

認知症行動・心
理症状緊急対
応加算

緊急短期入
所受入加算

若年性認知症
利用者受入加
算

利用者に対し
て送迎を行う
場合

要介護１ （ 724 単位）

要介護２ （ 832 単位）

要介護３ （ 1,067 単位）

要介護４ （ 1,167 単位）

要介護５ （ 1,257 単位）

要介護１ （ 834 単位）

要介護２ （ 942 単位）

要介護３ （ 1,176 単位）

要介護４ （ 1,276 単位）

要介護５ （ 1,366 単位）

要介護１ （ 665 単位）

要介護２ （ 772 単位）

要介護３ （ 930 単位）

要介護４ （ 1,084 単位）

要介護５ （ 1,125 単位）

要介護１ （ 774 単位）

要介護２ （ 882 単位）

要介護３ （ 1,040 単位）

要介護４ （ 1,193 単位）

要介護５ （ 1,235 単位）

要介護１ （ 635 単位）

要介護２ （ 745 単位）

要介護３ （ 894 単位）

要介護４ （ 1,049 単位）

要介護５ （ 1,089 単位）

要介護１ （ 745 単位）

要介護２ （ 855 単位）

要介護３ （ 1,003 単位）

要介護４ （ 1,158 単位）

要介護５ （ 1,198 単位）

要介護１ （ 724 単位）

要介護２ （ 832 単位）

要介護３ （ 980 単位）

要介護４ （ 1,070 単位）

要介護５ （ 1,160 単位）

要介護１ （ 834 単位）

要介護２ （ 942 単位）

要介護３ （ 1,090 単位）

要介護４ （ 1,179 単位）

要介護５ （ 1,270 単位）

要介護１ （ 724 単位）

要介護２ （ 832 単位）

要介護３ （ 939 単位）

要介護４ （ 1,029 単位）

要介護５ （ 1,118 単位）

要介護１ （ 834 単位）

要介護２ （ 942 単位）

要介護３ （ 1,049 単位）

要介護４ （ 1,138 単位）

要介護５ （ 1,228 単位）

要介護１ （ 837 単位）

要介護２ （ 945 単位）

要介護３ （ 1,179 単位）

要介護４ （ 1,279 単位）

要介護５ （ 1,369 単位）

要介護１ （ 837 単位）

要介護２ （ 945 単位）

要介護３ （ 1,179 単位）

要介護４ （ 1,279 単位）

要介護５ （ 1,369 単位）

要介護１ （ 837 単位）

要介護２ （ 945 単位）

要介護３ （ 1,093 単位）

要介護４ （ 1,182 単位）

要介護５ （ 1,272 単位）

要介護１ （ 837 単位）

要介護２ （ 945 単位）

要介護３ （ 1,093 単位）

要介護４ （ 1,182 単位）

要介護５ （ 1,272 単位）

（ 654 単位）

（ 905 単位）

（ 1,257 単位）

　：　特定診療費、介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　医師の人員配置減算を適用する場合には、医師経過措置減算を適用しない。

※　夜勤勤務条件減算を適用する場合には、夜間勤務等看護加算を適用しない。

注
所定単位は、（１）から（８）までにより算定した単位数の合計

夜間勤務等看
護（Ⅰ）

　＋２３単位

夜間勤務等看
護（Ⅱ）

　＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅲ）

　　 ＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅳ）
＋７単位

＋１２０単位

片道につき
＋１８４単位

＋６０単位

＋２００単位
（７日間を限度）

＋９０単位
（７日間を

限度）

×７０／１００

（１）　病院療養病床短期
　　入所療養介護費
　　（１日につき）

b.病院療養病床短期
　入所療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

（三)　病院療養病床
　　短期入所療養
　　介護費（Ⅲ）

　　看護<6:1>
　　介護<6:1>

a.病院療養病床短期
　入所療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

b.病院療養病床短期
　入所療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

（一)　病院療養病床
　　短期入所療養
　　介護費（Ⅰ）
　
　　看護<6:1>
　　介護<4:1>

a.病院療養病床短期
　入所療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

（二)　病院療養病床
　　短期入所療養
　　介護費（Ⅱ）

　　看護<6:1>
　　介護<5:1>

a.病院療養病床短期
  入所療養介護費（ⅰ）
  <従来型個室>

－２５単位 ×７０／１００ －１２単位

病院療養病床
療養環境減算
　－２５単位

－１２単位

×９０／１００

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　（1月につき　＋（一）の８０／１００）

×９０／１００

×９０／１００×９０／１００

注

×７０／１００

×９７／１００

b.病院療養病床短期
　入所療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

基本部分

b.病院療養病床経過型
　短期入所療養
　介護費（ⅱ）
　＜多床室＞

（６）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（７）　特定診療費

（８）　サービス提供体制
　　強化加算

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（９）　介護職員処遇改善
　　加算

（一）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

（一)　ユニット型病院療養病床短期入所療養
　　介護費（Ⅰ）
　　<ユニット型個室>

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　（1月につき　＋（一）の９０／１００）

（三）　６時間以上８時間未満

（５）　特定病院療養病床短期入所療養介護費 （二）　４時間以上６時間未満

（一）　３時間以上４時間未満

（４）　ユニット型病院療養病床
　　経過型短期入所療養介護費
　　（１日につき）

（２）　病院療養病床経過型
　　短期入所療養介護費
　　（１日につき）

（３）　ユニット型病院療養病床
　　短期入所療養介護費
　　（１日につき）

a.病院療養病床経過型
　短期入所療養
　介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

（二)　ユニット型病院療養病床経過型短期入所
　　療養介護費（Ⅱ）
　　<ユニット型準個室>

b.病院療養病床経過型
　短期入所療養
　介護費（ⅱ）
　＜多床室＞

（一)　ユニット型病院療養病床経過型短期入所
　　療養介護費（Ⅰ）
　　<ユニット型個室>

a.病院療養病床経過型
　短期入所療養
　介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

（二)　ユニット型病院療養病床短期入所療養
　　介護費（Ⅱ）
　　<ユニット型準個室>

（一)　病院療養病床
　　経過型短期入所
　　療養介護費（Ⅰ）

　　看護<6:1>
　　介護<4:1>

（二)　病院療養病床
　　経過型短期入所
　　療養介護費（Ⅱ）

　　看護<8:1>
　　介護<4:1>

介護　10

９　短期入所療養介護費
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　ハ　診療所における短期入所療養介護費

注 注 注 注 注 注 注
利用者の数及び入
院患者の数の合計
数が入院患者の定
員を超える場合

常勤のユニットリー
ダーをユニット毎に配
置していない等ユ
ニットケアにおける体
制が未整備である場
合

廊下幅が設備基
準を満たさない場
合

認知症行動・心
理症状緊急対応
加算

緊急短期入
所受入加算

若年性認知症利
用者受入加算

利用者に対して送
迎を行う場合

要介護１ （ 705 単位）

要介護２ （ 756 単位）

要介護３ （ 807 単位）

要介護４ （ 858 単位）

要介護５ （ 909 単位）

要介護１ （ 814 単位）

要介護２ （ 866 単位）

要介護３ （ 917 単位）

要介護４ （ 967 単位）

要介護５ （ 1,019 単位）

要介護１ （ 616 単位）

要介護２ （ 662 単位）

要介護３ （ 707 単位）

要介護４ （ 752 単位）

要介護５ （ 798 単位）

要介護１ （ 726 単位）

要介護２ （ 771 単位）

要介護３ （ 816 単位）

要介護４ （ 862 単位）

要介護５ （ 908 単位）

要介護１ （ 817 単位）

要介護２ （ 869 単位）

要介護３ （ 920 単位）

要介護４ （ 970 単位）

要介護５ （ 1,022 単位）

要介護１ （ 817 単位）

要介護２ （ 869 単位）

要介護３ （ 920 単位）

要介護４ （ 970 単位）

要介護５ （ 1,022 単位）

（ 654 単位）

（ 905 単位）

（ 1,257 単位）

　：　特定診療費、介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

＋９０単位
（７日間を

限度）

（４）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （1日につき　２３単位を加算）

＋１２０単位

片道につき
　＋１８４単位

＋６０単位

診療所設備基準
減算

－６０単位

＋２００単位
（７日間を限度）

基本部分

（二）　４時間以上６時間未満
（３）　特定診療所短期入所
　　　療養介護費

（２)　ユニット
　型診療所
　短期入所
　療養介護費
　（１日につき）

（１）　診療所
　短期入所
　療養介護費
　（１日につき）

b.診療所短期入所療養
　介護費（ⅱ）
　<多床室>

b.診療所短期入所療養
　介護費（ⅱ）
　<多床室>

（一）　診療所
　短期入所療養
　介護費（Ⅰ）

　看護<6：1>
  介護<6：1>

a.診療所短期入所療養
　介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

（二)　診療所
　短期入所療養
　介護費（Ⅱ）

　看護・介護
　<3：１>

（一）　３時間以上４時間未満

×７０/１００

（５）　特定診療費

（６）　サービス提供体制
　　強化加算

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

注
所定単位は、（１）から（６）までにより算定した単位数の合計

（７）　介護職員処遇改善加算

（一）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　　（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　　（1月につき　＋（一）の９０／１００）

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　　（1月につき　＋（一）の８０／１００）

a.診療所短期入所療養
　介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

×９７／１００

（三）　６時間以上８時間未満

（一)　ユニット型診療所短期入所療養
　　介護費（Ⅰ）
　　<ユニット型個室>

（二)　ユニット型診療所短期入所療養
　  介護費（Ⅱ）
　  <ユニット型準個室>
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　ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介護費

注 注 注

利用者の数及び
入院患者の数の
合計数が入院患
者の定員を超える
場合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満
たない場合

又
は

看護師が基準に
定められた看護
職員の員数に
20/100を乗じて
得た数未満の場
合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
で、医師の数が基
準に定められた医
師の員数に
60/100を乗じて
得た数未満である
場合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
以外で、医師の数
が基準に定められ
た医師の員数に
60/100を乗じて
得た数未満である
場合

常勤のユニット
リーダーをユニット
毎に配置していな
い等ユニットケア
における体制が未
整備である場合

利用者に対して
送迎を行う場合

要介護１ （ 1,054 単位）
要介護２ （ 1,119 単位）
要介護３ （ 1,185 単位）
要介護４ （ 1,253 単位）
要介護５ （ 1,319 単位）
要介護１ （ 1,163 単位）
要介護２ （ 1,229 単位）
要介護３ （ 1,295 単位）
要介護４ （ 1,362 単位）
要介護５ （ 1,428 単位）
要介護１ （ 996 単位）
要介護２ （ 1,066 単位）
要介護３ （ 1,135 単位）
要介護４ （ 1,206 単位）
要介護５ （ 1,274 単位）
要介護１ （ 1,106 単位）
要介護２ （ 1,175 単位）
要介護３ （ 1,245 単位）
要介護４ （ 1,315 単位）
要介護５ （ 1,383 単位）
要介護１ （ 967 単位）
要介護２ （ 1,036 単位）
要介護３ （ 1,103 単位）
要介護４ （ 1,170 単位）
要介護５ （ 1,238 単位）
要介護１ （ 1,077 単位）
要介護２ （ 1,145 単位）
要介護３ （ 1,213 単位）
要介護４ （ 1,280 単位）
要介護５ （ 1,347 単位）
要介護１ （ 952 単位）
要介護２ （ 1,018 単位）
要介護３ （ 1,084 単位）
要介護４ （ 1,151 単位）
要介護５ （ 1,218 単位）
要介護１ （ 1,062 単位）
要介護２ （ 1,127 単位）
要介護３ （ 1,193 単位）
要介護４ （ 1,261 単位）
要介護５ （ 1,326 単位）
要介護１ （ 891 単位）
要介護２ （ 957 単位）
要介護３ （ 1,023 単位）
要介護４ （ 1,090 単位）
要介護５ （ 1,156 単位）
要介護１ （ 1,000 単位）
要介護２ （ 1,066 単位）
要介護３ （ 1,132 単位）
要介護４ （ 1,199 単位）
要介護５ （ 1,266 単位）
要介護１ （ 794 単位）
要介護２ （ 860 単位）
要介護３ （ 926 単位）
要介護４ （ 993 単位）
要介護５ （ 1,060 単位）
要介護１ （ 904 単位）
要介護２ （ 969 単位）
要介護３ （ 1,036 単位）
要介護４ （ 1,103 単位）
要介護５ （ 1,168 単位）
要介護１ （ 1,166 単位）
要介護２ （ 1,232 単位）
要介護３ （ 1,298 単位）
要介護４ （ 1,365 単位）
要介護５ （ 1,431 単位）
要介護１ （ 1,166 単位）
要介護２ （ 1,232 単位）
要介護３ （ 1,298 単位）
要介護４ （ 1,365 単位）
要介護５ （ 1,431 単位）
要介護１ （ 1,109 単位）
要介護２ （ 1,178 単位）
要介護３ （ 1,248 単位）
要介護４ （ 1,318 単位）
要介護５ （ 1,387 単位）
要介護１ （ 1,109 単位）
要介護２ （ 1,178 単位）
要介護３ （ 1,248 単位）
要介護４ （ 1,318 単位）
要介護５ （ 1,387 単位）

（ 654 単位）

（ 905 単位）

（ 1,257 単位）

　：　特定診療費、介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

×７０／１００ ×９０／１００

緊急短期入所受
入加算

×９０／１００×９０／１００

注

大
学
病
院

a.認知症疾患型短期入所
　療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

片道につき
　＋１８４単位

（三)　認知症
　疾患型短期
　入所療養
　介護費（Ⅲ）

　看護<4：1>
　介護<5：1>

（四)　認知症
　疾患型短期
　入所療養
　介護費（Ⅳ）

　看護<4：1>
　介護<6：1>

（一） 認知症疾患型経過型短期入所療養
　　介護費（Ⅰ）
 　　<従来型個室>

（二） 認知症疾患型経過型短期入所療養
　　介護費（Ⅱ）
 　　<多床室>

（８）　介護職員
　　処遇改善加算

（３）　ユニット型
　認知症疾患
　型短期入所
　療養介護費
　（１日につき）

基本部分

＋９０単位
（７日間を

限度）
－１２単位

×９７／１００

×９０／１００

a.認知症疾患型短期入所
　療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

b.認知症疾患型短期入所
　療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

a.認知症疾患型短期入所
　療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

注
所定単位は、（１）から（７）までにより算定した単位数の合計

（一）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　（1月につき　＋（一）の９０／１００）

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　（1月につき　＋（一）の８０／１００）

×７０／１００

（五)　認知症
　疾患型短期
　入所療養
　介護費（Ⅴ）
　
　経過措置型

×７０／１００

b.認知症疾患型短期入所
　療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

（一)　ユニット型
　認知症疾患型
　短期入所療養
　介護費（Ⅰ）

（三）　６時間以上８時間未満

b.ユニット型認知症疾患型
　短期入所療養介護費（ⅱ）
　<ユニット型準個室>

（一）　３時間以上４時間未満

大
学
病
院

a.ユニット型認知症疾患型
　短期入所療養介護費（ⅰ）
　<ユニット型個室>

（５）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

b.ユニット型認知症疾患型
　短期入所療養介護費（ⅱ）
　<ユニット型準個室>

（６）　特定診療費

（７）　サービス提供
　　体制強化加算

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）　４時間以上６時間未満
（４）　特定認知症
　疾患型短期入所
　療養介護費

（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

一
般
病
棟

aユニット型.認知症疾患型
　短期入所療養介護費（ⅰ）
　<ユニット型個室>

（二)　ユニット型
　認知症疾患型
　短期入所療養
　介護費（Ⅱ）

（２）　認知症
　疾患型経過
　型短期入所
　療養介護費
　（１日につき）

a.認知症疾患型短期入所
　療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

a.認知症疾患型短期入所
　療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

b.認知症疾患型短期入所
　療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

（１）　認知症
　疾患型短期
　入所療養
　介護費
　（１日につき）

（一)　認知症
　疾患型短期
　入所療養
　介護費（Ⅰ）

　看護<3：1>
　介護<6：1>

b.認知症疾患型短期入所
　療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

b.認知症疾患型短期入所
　療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

一
般
病
棟

（二)　認知症
　疾患型短期
　入所療養
　介護費（Ⅱ）

　看護<4：1>
　介護<4：1>
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３　介護療養施設サービス
　イ　療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

注 注 注 注 注

夜勤を行う職員の
勤務条件基準を
満たさない場合

入院患者の数が
入院患者の定員を
超える場合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満た
ない場合

又
は

介護支援専門員
の員数が基準に満
たない場合

又
は

看護師が基準に定
められた看護職員
の員数に20/100
を乗じて得た数未
満の場合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
で、医師の数が基
準に定められた医
師の員数に
60/100を乗じて
得た数未満である
場合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
以外で、医師の数
が基準に定められ
た医師の員数に
60/100を乗じて
得た数未満である
場合

常勤のユニットリー
ダーをユニット毎に
配置していない等
ユニットケアにおけ
る体制が未整備で
ある場合

廊下幅が設備基
準を満たさない場
合

医師の配置につ
いて医療法施行
規則第４９条の規
定が適用されて
いる場合

夜勤を行う職員の
勤務条件に関する
基準の区分による
加算

若年性認知症患
者受入加算

要介護１ （ 676 単位）

要介護２ （ 785 単位）

要介護３ （ 1,020 単位）

要介護４ （ 1,120 単位）

要介護５ （ 1,210 単位）

要介護１ （ 786 単位）

要介護２ （ 895 単位）

要介護３ （ 1,130 単位）

要介護４ （ 1,230 単位）

要介護５ （ 1,320 単位）

要介護１ （ 616 単位）

要介護２ （ 724 単位）

要介護３ （ 883 単位）

要介護４ （ 1,037 単位）

要介護５ （ 1,079 単位）

要介護１ （ 726 単位）

要介護２ （ 834 単位）

要介護３ （ 993 単位）

要介護４ （ 1,147 単位）

要介護５ （ 1,188 単位）

要介護１ （ 587 単位）

要介護２ （ 697 単位）

要介護３ （ 846 単位）

要介護４ （ 1,001 単位）

要介護５ （ 1,042 単位）

要介護１ （ 697 単位）

要介護２ （ 806 単位）

要介護３ （ 956 単位）

要介護４ （ 1,111 単位）

要介護５ （ 1,152 単位）

要介護１ （ 676 単位）

要介護２ （ 785 単位）

要介護３ （ 933 単位）

要介護４ （ 1,023 単位）

要介護５ （ 1,113 単位）

要介護１ （ 786 単位）

要介護２ （ 895 単位）

要介護３ （ 1,043 単位）

要介護４ （ 1,133 単位）

要介護５ （ 1,223 単位）

要介護１ （ 676 単位）

要介護２ （ 785 単位）

要介護３ （ 892 単位）

要介護４ （ 982 単位）

要介護５ （ 1,072 単位）

要介護１ （ 786 単位）

要介護２ （ 895 単位）

要介護３ （ 1,001 単位）

要介護４ （ 1,091 単位）

要介護５ （ 1,182 単位）

要介護１ （ 789 単位）

要介護２ （ 898 単位）

要介護３ （ 1,133 単位）

要介護４ （ 1,233 単位）

要介護５ （ 1,323 単位）

要介護１ （ 789 単位）

要介護２ （ 898 単位）

要介護３ （ 1,133 単位）

要介護４ （ 1,233 単位）

要介護５ （ 1,323 単位）

要介護１ （ 789 単位）

要介護２ （ 898 単位）

要介護３ （ 1,046 単位）

要介護４ （ 1,136 単位）

要介護５ （ 1,226 単位）

要介護１ （ 789 単位）

要介護２ （ 898 単位）

要介護３ （ 1,046 単位）

要介護４ （ 1,136 単位）

要介護５ （ 1,226 単位）

※　医師の人員配置減算を適用する場合には、医師経過措置減算を適用しない。

※　夜勤勤務条件減算を適用する場合には、夜間勤務等看護加算を適用しない。

（１５）　認知症専門ケア加算

（７）　栄養マネジメント加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１４単位を加算）

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）
（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）
（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（１６）　認知症行動・心理症状緊急対応加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（入所後7日に限り　１日につき２００単位を加算）

（二）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　（1日につき　４単位を加算）

（１０）　口腔機能維持管理体制加算　　　　　　　　　　　　　　　（１月につき　　３０単位を加算）

（１１）　口腔機能維持管理加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１月につき　１１０単位を加算）

（一）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　（1日につき　３単位を加算）

（1４）　特定診療費

注　身体拘束廃止未実施減算　　（1日につき　５単位を減算）

注　外泊時費用

注　他科受診時費用 入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

入院患者に対して居宅における試行的退院を認めた場合、１月につき６日を限度として１日につき８００単位を算定　（(2)及び(4)の基本単価に限る。）

入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

（１２）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合

d　退院時情報提供加算
　　　　　　　　　　　　（５００単位）

注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合

e　退院前連携加算
　　　　　　　　　　　　（５００単位）

注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

注
歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月４回以上行った場合
口腔機能維持管理体制加算を算定していない場合は、算定しない

注
歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月１回以上行っている場合

（８）　経口移行加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２８単位を加算）

（二）　老人訪問看護指示加算
　　（入院患者１人につき１回を限度として　　　３００単位算定）

b.療養型介護療養施設
　サービス費（ⅱ）
　<多床室>

a.療養型介護療養施設
　サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

（三）　療養型
　介護療養施設
　サービス費（Ⅲ）

　看護<6:1>
　介護<6:1>

（一）　療養型
　介護療養施設
　サービス費（Ⅰ）
　
　看護<6:1>
　介護<4:1>

（５）　初期加算　　　　　　　　（1日につき　＋３０単位）

a　退院前訪問指導加算
　（入院中1回（又は2回）を限度に、４６０単位を算定）

（６）　退院時
　指導等加算

（一）　退院時等
指導加算

b　退院後訪問指導加算
　（退院後1回を限度に、４６０単位を算定）

c　退院時指導加算
　　　　　　　　　　　　（４００単位）

病院療養病床
療養環境減算
　－２５単位

基本部分

（一）　ユニット型療養型経過型介護療養
　　　施設サービス費（Ⅰ）
　　　<ユニット型個室>

b.療養型介護療養施設
　サービス費（ⅱ）
　<多床室>

注　試行的退院サービス費

（３）　ユニット
　型療養型介
　護療養施設
　サービス費
　（１日につき）

（２）　療養型
　経過型介護
　療養施設
　サービス費
（１日につき）

（１）　療養型
　介護療養
　施設サービ
　ス費
（１日につき）

（４）　ユニット
　型療養型
　経過型介護
　療養施設
　サービス費
（１日につき）

注

－２５単位 ×７０／１００

×９０／１００

（二）　ユニット型療養型介護療養施設
　　　サービス費（Ⅱ）
　　　<ユニット型準個室>

（一）　ユニット型療養型介護療養施設
　　　サービス費（Ⅰ）
　　　<ユニット型個室>

a.療養型経過型介護療養
　施設サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

（二）　療養型
　経過型介護
　療養施設
　サービス費（Ⅱ）

　看護<8:1>
　介護<4:1>

×９０／１００

a.療養型介護療養施設
　サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

＋１２０単位

（一）　療養型
　経過型介護
　療養施設
　サービス費（Ⅰ）

　看護<6:1>
　介護<4:1>

a.療養型経過型介護療養
　施設サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

b.療養型経過型介護療養
　施設サービス費（ⅱ）
　<多床室>

b.療養型経過型介護療養
　施設サービス費（ⅱ）
　<多床室>

（二）　療養型
　介護療養施設
　サービス費（Ⅱ）

　看護<6:1>
　介護<5:1>

b.療養型介護療養施設
　サービス費（ⅱ）
　<多床室>

a.療養型介護療養施設
　サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

（二）　ユニット型療養型経過型介護療養
　  　施設サービス費（Ⅱ）
　 　 <ユニット型準個室>

夜間勤務等看
護（Ⅰ）

　＋２３単位

夜間勤務等看
護（Ⅱ）

　＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅲ）

　＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅳ）
＋７単位

×７０／１００

×９０／１００×７０／１００

×７０／１００ －１２単位

×９７／１００

－１２単位

×９０／１００

注
所定単位は、（１）から（１７）までにより算定した単位数の合計

（１８）　介護職員処遇改善加算

（一）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　（1月につき　＋（一）の９０／１００）

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　（1月につき　＋（一）の８０／１００）

（９）　経口維持加算
　　　（１日につき）

（一）　経口維持加算（Ⅰ）　　（２８単位）

（二）　経口維持加算（Ⅱ）　　　（５単位）

（1３）　在宅復帰支援機能加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１０単位を加算）

（１７）　サービス提供体制
　強化加算
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  ロ　療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス

注 注 注 注

入院患者の数が入院患
者の定員を超える場合

常勤のユニットリーダー
をユニット毎に配置して
いない等ユニットケアに
おける体制が未整備で
ある場合

廊下幅が設備基準を満
たさない場合

若年性認知症患者受入
加算

要介護１ （ 657 単位）

要介護２ （ 709 単位）

要介護３ （ 760 単位）

要介護４ （ 810 単位）

要介護５ （ 862 単位）

要介護１ （ 767 単位）

要介護２ （ 818 単位）

要介護３ （ 870 単位）

要介護４ （ 920 単位）

要介護５ （ 972 単位）

要介護１ （ 568 単位）

要介護２ （ 614 単位）

要介護３ （ 659 単位）

要介護４ （ 705 単位）

要介護５ （ 750 単位）

要介護１ （ 678 単位）

要介護２ （ 723 単位）

要介護３ （ 769 単位）

要介護４ （ 814 単位）

要介護５ （ 860 単位）

要介護１ （ 770 単位）

要介護２ （ 821 単位）

要介護３ （ 873 単位）

要介護４ （ 923 単位）

要介護５ （ 975 単位）

要介護１ （ 770 単位）

要介護２ （ 821 単位）

要介護３ （ 873 単位）

要介護４ （ 923 単位）

要介護５ （ 975 単位）

（１３）　認知症専門ケア加算

d　退院時情報提供加算
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

（一）　経口維持加算（Ⅰ）　　　（２８単位）

注
歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及
び指導を月１回以上行っている場合

注
歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月４回以上行った場合
口腔機能維持管理体制加算を算定していない場合は、算定しない

（９）　口腔機能維持管理加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１月につき　１１０単位を加算）

（８）　口腔機能維持管理体制加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１月につき　　３０単位を加算）

（５）　栄養マネジメント加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１４単位を加算）

（４）　退院時
　　指導等加算

（一）　退院時等
　　指導加算

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

a　退院前訪問指導加算
　（入院中1回（又は2回）を限度に、４６０単位を算定）

（１１）　在宅復帰支援機能加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１０単位を加算）

（１０）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（１４）　認知症行動・心理症状緊急対応加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（入所後7日に限り　１日につき２００単位を加算）

（６）　経口移行加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２８単位を加算）

（７）　経口維持加算（１日につき）

（1２）　特定診療費

基本部分

注　外泊時費用

（２）　ユニット型
　診療所型介護
　療養施設
　サービス費
　（１日につき）

b.診療所型介護療養施設
　サービス費（ⅱ）
　<多床室>

（１）　診療所型
　介護療養施設
　サービス費
　（1日につき）

（一）　診療所型
　介護療養施設
　サービス費（Ⅰ）

　看護<6：1>
　介護<6：1>

（二）　ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅱ）
　　<ユニット型準個室>

b.診療所型介護療養施設
　サービス費（ⅱ）
　<多床室>

（二）　診療所型
　介護療養施設
　サービス費（Ⅱ）

　看護・介護<3：１>

診療所療養病床
設備基準減算

－６０単位

×９７／１００

×７０／１００

a.診療所型介護療養施設
　サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

（二）　老人訪問看護指示加算
　　　　　　　　　　　　　　（入院患者１人につき１回を限度として３００単位算定）

（３）　初期加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３０単位を加算）

（一）　ユニット型診療所型介護療養施設サービス費（Ⅰ）
　　<ユニット型個室>

入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき、
３６２単位を算定

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　（1月につき　＋（一）の８０／１００）

注　他科受診時費用

注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合

（二）　経口維持加算（Ⅱ）　　　　（５単位）

（二）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　（1日につき　４単位を加算）

（一）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３単位を加算）

c　退院時指導加算
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４００単位）

b　退院後訪問指導加算
　（退院後1回を限度に、４６０単位を算定）

（１５）　サービス提供体制強化加算

e　退院前連携加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

注
所定単位は、（１）から（１５）までにより算定した単位数の合計

注　身体拘束廃止未実施加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５単位を減算）

入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限
度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合

注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

＋１２０単位

a.診療所型介護療養施設
　サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

（１６）介護職員処遇改善加算

（一）　介護職員処遇改善加算Ⅰ）
　　　（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　（1月につき　＋（一）の９０／１００）
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　ハ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サービス

注

入院患者の数が入
院患者の定員を超
える場合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満た
ない場合

又
は

介護支援専門員の
員数が基準に満た
ない場合

又
は

看護師が基準に定めら
れた看護職員の員数
に20/100を乗じて得
た数未満の場合

又
は

僻地の医師確保計
画を届出たもので、
医師の数が基準に
定められた医師の
員数に60/100を
乗じて得た数未満
である場合

又
は

僻地の医師確保計
画を届出たもの以
外で、医師の数が
基準に定められた
医師の員数に
60/100を乗じて得
た数未満である場
合

常勤のユニットリー
ダーをユニット毎に
配置していない等
ユニットケアにおけ
る体制が未整備で
ある場合

要介護１ （ 1,006 単位）
要介護２ （ 1,073 単位）
要介護３ （ 1,139 単位）
要介護４ （ 1,206 単位）
要介護５ （ 1,273 単位）
要介護１ （ 1,116 単位）
要介護２ （ 1,183 単位）
要介護３ （ 1,249 単位）
要介護４ （ 1,316 単位）
要介護５ （ 1,382 単位）
要介護１ （ 949 単位）
要介護２ （ 1,019 単位）
要介護３ （ 1,089 単位）
要介護４ （ 1,159 単位）
要介護５ （ 1,228 単位）
要介護１ （ 1,059 単位）
要介護２ （ 1,129 単位）
要介護３ （ 1,198 単位）
要介護４ （ 1,269 単位）
要介護５ （ 1,338 単位）
要介護１ （ 920 単位）
要介護２ （ 989 単位）
要介護３ （ 1,056 単位）
要介護４ （ 1,124 単位）
要介護５ （ 1,191 単位）
要介護１ （ 1,030 単位）
要介護２ （ 1,098 単位）
要介護３ （ 1,166 単位）
要介護４ （ 1,234 単位）
要介護５ （ 1,301 単位）
要介護１ （ 904 単位）
要介護２ （ 971 単位）
要介護３ （ 1,037 単位）
要介護４ （ 1,104 単位）
要介護５ （ 1,171 単位）
要介護１ （ 1,014 単位）
要介護２ （ 1,081 単位）
要介護３ （ 1,147 単位）
要介護４ （ 1,214 単位）
要介護５ （ 1,280 単位）
要介護１ （ 843 単位）
要介護２ （ 909 単位）
要介護３ （ 976 単位）
要介護４ （ 1,043 単位）
要介護５ （ 1,109 単位）
要介護１ （ 953 単位）
要介護２ （ 1,019 単位）
要介護３ （ 1,086 単位）
要介護４ （ 1,153 単位）
要介護５ （ 1,219 単位）
要介護１ （ 746 単位）
要介護２ （ 812 単位）
要介護３ （ 879 単位）
要介護４ （ 946 単位）
要介護５ （ 1,012 単位）
要介護１ （ 856 単位）
要介護２ （ 922 単位）
要介護３ （ 989 単位）
要介護４ （ 1,056 単位）
要介護５ （ 1,122 単位）
要介護１ （ 1,119 単位）
要介護２ （ 1,185 単位）
要介護３ （ 1,252 単位）
要介護４ （ 1,319 単位）
要介護５ （ 1,385 単位）
要介護１ （ 1,119 単位）
要介護２ （ 1,185 単位）
要介護３ （ 1,252 単位）
要介護４ （ 1,319 単位）
要介護５ （ 1,385 単位）
要介護１ （ 1,062 単位）
要介護２ （ 1,132 単位）
要介護３ （ 1,201 単位）
要介護４ （ 1,272 単位）
要介護５ （ 1,341 単位）
要介護１ （ 1,062 単位）
要介護２ （ 1,132 単位）
要介護３ （ 1,201 単位）
要介護４ （ 1,272 単位）
要介護５ （ 1,341 単位）

（1）　認知症
　疾患型介護
　療養施設
　サービス費
　（１日につき）

（２）　認知症
　疾患型経過型
　介護療養施設
　サービス費
　（１日につき）

（一）　認知症疾患型経過型介護療養施設
　　サービス費（Ⅰ）
　　<従来型個室>

a.認知症疾患型介護療養施設
　サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

b.認知症疾患型介護療養施設
　サービス費（ⅱ）
　<多床室>

（一）　認知症疾患
　型介護療養施設
　サービス費（Ⅰ）

　看護<3：1>
　介護<6：1>

（二）　認知症疾患型経過型介護療養施設
　　サービス費（Ⅱ）
　　<多床室>

一
般
病
院

b.認知症疾患型介護療養施設
　サービス費（ⅱ）
　<多床室>

（五）　認知症疾患
　型介護療養施設
　サービス費（Ⅴ）

　経過措置型

b.ユニット型認知症疾患型
 介護療養施設サービス費（ⅱ）
 <ユニット型準個室>

b.ユニット型認知症疾患型
 介護療養施設サービス費（ⅱ）
 <ユニット型準個室>

一
般
病
院

（二）　ユニット型
　認知症疾患型
　介護療養施設
　サービス費（Ⅱ）

a.ユニット型認知症疾患型
 介護療養施設サービス費（ⅰ）
 <ユニット型個室>

（３）　ユニット型
　認知症疾患型
　介護療養施設
　サービス費
　（１日につき）

大
学
病
院
等

（一）　ユニット型
　認知症疾患型
　介護療養施設
　サービス費（Ⅰ）

基本部分

b.認知症疾患型介護療養施設
　サービス費（ⅱ）
　<多床室>

a.ユニット型認知症疾患型
 介護療養施設サービス費（ⅰ）
 <ユニット型個室>

（四）　認知症疾患
　型介護療養施設
　サービス費（Ⅳ）

　看護<4：1>
　介護<6：1>

a.認知症疾患型介護療養施設
　サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

（二）　認知症疾患
　型介護療養施設
　サービス費（Ⅱ）

　看護<4：1>
　介護<4：1>

a.認知症疾患型介護療養施設
　サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

（三）　認知症疾患
　型介護療養施設
　サービス費（Ⅲ）

　看護<4：1>
　介護<5：1>

b.認知症疾患型介護療養施設
　サービス費（ⅱ）
　<多床室>

a.認知症疾患型介護療養施設
　サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

×９７／１００

×７０／１００

×７０／１００

a.認知症疾患型介護療養施設
　サービス費（ⅰ）
　<従来型個室>

b.認知症疾患型介護療養施設
　サービス費（ⅱ）
　<多床室>

大
学
病
院
等

－１２単位

×９０／１００

×９０／１００

×９０／１００

注

×９０／１００×７０／１００

×７０／１００

介護　20
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注
歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月４回以上行った場合
口腔機能維持管理体制加算を算定していない場合は、算定しない

注
歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月１回以上行っている場合

（1３）  特定診療費

（1２）　在宅復帰支援機能加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１０単位を加算）

（１０）　口腔機能維持管理加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１月につき　１１０単位を加算）

（一）　経口維持加算（Ⅰ）　　　　　（２８単位）

（９）　口腔機能維持管理体制加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１月につき　　３０単位を加算）

（１１）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

注　他科受診時費用

注　身体拘束廃止未実施減算　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５単位を減算）

（１４）　サービス提供体制強化加算

（一）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（二）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）　経口維持加算（Ⅱ）　　　　　　（５単位）

（一）　退院時等
指導加算

b　退院後訪問指導加算
　（退院後1回を限度に、４６０単位を算定）

a　退院前訪問指導加算
　（入院中1回（又は2回）を限度に、４６０単位を算定）

（６）　栄養マネジメント加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１４単位を加算）

（二）　老人訪問看護指示加算
　　　（入院患者１人につき１回を限度として３００単位算定）

（７）　経口移行加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２８単位を加算）

（８）　経口維持加算（１日につき）

（５）　退院時指導等
加算

注　外泊時費用

（４）　初期加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３０単位を加算）

注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合

e　退院前連携加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合

c　退院時指導加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４００単位）
d　退院時情報提供加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

注
所定単位は、（１）から（１４）までにより算定した単位数の合計

（１５）　介護職員処遇改善加算

（一）介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

（二）介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　（1月につき　＋（一）の９０／１００）

（三）介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　（１月につき　＋（一）の８０／１００）

介護　21
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：平成２６年４月改定箇所

Ⅰ　指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　介護予防訪問介護費

　２　介護予防訪問入浴介護費

　３　介護予防訪問看護費

　４　介護予防訪問リハビリテーション費

　５　介護予防居宅療養管理指導費

　６　介護予防通所介護費

　７　介護予防通所リハビリテーション費

　８　介護予防短期入所生活介護費

　９　介護予防短期入所療養介護費

　　　イ　介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費

　　　ロ　療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

　　　ハ　診療所における介護予防短期入所療養介護費

　　　ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

　１０　介護予防特定施設入居者生活介護費

　１１　介護予防福祉用具貸与費

Ⅱ　指定介護予防支援介護給付費単位数の算定構造

　　　　介護予防支援費

介　護　報　酬　の　算　定　構　造　(案)

介　護　予　防　サ　ー　ビ　ス
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　ロ　療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

注 注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条件
基準を満たさ
ない場合

利用者の数及
び入院患者の
数の合計数が
入院患者の定
員を超える場
合

又
は

看護・介護職
員の員数が基
準に満たない
場合

又
は

看護師が基準
に定められた
看護職員の員
数に20/100
を乗じて得た
数未満の場合

又
は

僻地の医師確
保計画を届出
たもので、医
師の数が基準
に定められた
医師の員数に
60/100を乗じ
て得た数未満
である場合

又
は

僻地の医師確
保計画を届出
たもの以外
で、医師の数
が基準に定め
られた医師の
員数に
60/100を乗じ
て得た数未満

常勤のユニット
リーダーをユ
ニット毎に配置
していない等
ユニットケアに
おける体制が
未整備である
場合

廊下幅が設備
基準を満たさ
ない場合

医師の配置に
ついて医療法
施行規則第４
９条の規定が
適用されてい
る場合

夜勤を行う職
員の勤務条件
に関する基準
の区分による
加算

認知症行動・
心理症状緊急
対応加算

若年性認知症
利用者受入加
算

利用者に対し
て送迎を行う
場合

要支援１ （ 556 単位）

要支援２ （ 690 単位）

要支援１ （ 618 単位）

要支援２ （ 773 単位）

要支援１ （ 521 単位）

要支援２ （ 646 単位）

要支援１ （ 583 単位）

要支援２ （ 729 単位）

要支援１ （ 497 単位）

要支援２ （ 615 単位）

要支援１ （ 559 単位）

要支援２ （ 699 単位）

要支援１ （ 556 単位）

要支援２ （ 690 単位）

要支援１ （ 618 単位）

要支援２ （ 773 単位）

要支援１ （ 556 単位）

要支援２ （ 690 単位）

要支援１ （ 618 単位）

要支援２ （ 773 単位）

要支援１ （ 625 単位）

要支援２ （ 782 単位）

要支援１ （ 625 単位）

要支援２ （ 782 単位）

要支援１ （ 625 単位）

要支援２ （ 782 単位）

要支援１ （ 625 単位）

要支援２ （ 782 単位）

　：　特定診療費、介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　医師の人員配置減算を適用する場合には、医師経過措置減算を適用しない。

※　夜勤勤務条件減算を適用する場合には、夜間勤務等看護加算を適用しない。

基本部分

注

（１）　病院療養
　病床介護予防
　短期入所療養
　介護費
　（１日につき）

（一）　病院療養
  病床介護予防
　短期入所療養
　介護費（Ⅰ）

　看護<6:1>
　介護<4:1>

a.病院療養病床介護予防短期入所療養
　介護費（ⅰ）

<従来型個室>

－２５単位 ×７０／１００ －１２単位

病院療養病
床療養環境

減算
　－２５単位

－１２単位

夜間勤務等
看護（Ⅰ）
＋２３単位

夜間勤務等
看護（Ⅱ）
＋１４単位

夜間勤務等
看護（Ⅲ）
＋１４単位

夜間勤務等
看護（Ⅳ）
＋７単位

１日につき
＋２００単位
（７日間を

限度）

１日につき
＋１２０単位

片道につき
＋１８４単位

b.病院療養病床介護予防短期入所療養
　介護費（ⅱ）
　<多床室>

×９０／１００ ×９０／１００

×７０／１００ ×９０／１００

（二）　病院療養
　病床介護予防
　短期入所療養
　介護費（Ⅱ）

　看護<6:1>
　介護<5:1>

a.病院療養病床介護予防短期入所療養
　介護費（ⅰ）

<従来型個室>

b.病院療養病床介護予防短期入所療養
　介護費（ⅱ）
 <多床室>

（三）　病院療養
　病床介護予防
　短期入所療養
　介護費（Ⅲ）

　看護<6:1>
　介護<6:1>

a.病院療養病床介護予防短期入所療養
　介護費（ⅰ）

<従来型個室>

×７０／１００

b.病院療養病床介護予防短期入所療養
　介護費（ⅱ）
　<多床室>

（２）　病院療養
　病床経過型
　介護予防短期
　入所療養
　介護費
　（１日につき）

（一）　病院療養
　病床経過型
　介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅰ）

 看護<6:1>
 介護<4:1>

a.病院療養病床経過型介護予防
短期入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

b.病院療養病床経過型介護予防
　短期入所療養介護費（ⅱ）

<多床室>

（二）　病院療養
　病床経過型
　介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅱ）

　看護<8:1>
　介護<4:1>

a.病院療養病床経過型介護予防
短期入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

×９０／１００

b.病院療養病床経過型介護予防
短期入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

（３）　ユニット型
　病院療養病床
　介護予防短期
　入所療養
　介護費
　（１日につき）

（一）　ユニット型病院療養病床
　　介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）
　　<ユニット型個室>

×９７／１００

（二）　ユニット型病院療養病床
　　介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）
　　<ユニット型準個室>

（４）　ユニット型
　病院療養病床
　経過型介護
　予防短期入所
　療養介護費
　（１日につき）

（一）　ユニット型病院療養病床経過型
　　介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）
　　<ユニット型個室>

（二）　ユニット型病院療養病床経過型
　　介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）
　　<ユニット型準個室>

（５）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（６）　特定診療費

（７）　サービス提供体制
　　強化加算

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）
（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）
（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（８）　介護職員処遇改善加算

（一）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　　　（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

注
所定単位は、（１）から（７）までにより算定した単位数の合計

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　　　（1月につき　＋（一）の９０／１００）

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　　　（1月につき　＋（一）の８０／１００）

予防　6

９　介護予防短期入所療養介護費
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ハ　診療所における介護予防短期入所療養介護費

注 注 注 注 注 注
利用者の数及
び入院患者の
数の合計数が
入院患者の定
員を超える場合

常勤のユニット
リーダーをユニッ
ト毎に配置して
いない等ユニット
ケアにおける体
制が未整備であ
る場合

廊下幅が設備
基準を満たさな
い場合

認知症行動・心
理症状緊急対
応加算

若年性認知症
利用者受入加
算

利用者に対して
送迎を行う場合

要支援１ （ 539 単位）

要支援２ （ 669 単位）

要支援１ （ 601 単位）

要支援２ （ 752 単位）

要支援１ （ 471 単位）

要支援２ （ 583 単位）

要支援１ （ 538 単位）

要支援２ （ 673 単位）

要支援１ （ 608 単位）

要支援２ （ 761 単位）

要支援１ （ 608 単位）

要支援２ （ 761 単位）

　：　特定診療費、介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

基本部分

（１）　診療所
　介護予防短期
　入所療養
　介護費
　（１日につき）

（一）　診療所
　介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅰ）

　看護<6：1>
　介護<6：1>

a.診療所介護予防短期
 入所療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

×７０/１００
診療所設備基

準減算
－６０単位

１日につき
＋２００単位

（７日間を限度）

（２）　ユニット型
　診療所介護
　予防短期入所
　療養介護費
　（１日につき）

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

１日につき
＋１２０単位

片道につき
　＋１８４単位

b.診療所介護予防短期
 入所療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

（二）　診療所
　介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅱ）

　看護・介護
　<3：１>

a.診療所介護予防短期
 入所療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

b.診療所介護予防短期
 入所療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

（一）　ユニット型診療所介護予防短期
　入所療養介護費（Ⅰ）
  <ユニット型個室>

×９７／１００
（二）　ユニット型診療所介護予防短期
　入所療養介護費（Ⅱ）
  <ユニット型準個室>

（６）　介護職員処遇改善加算

（一）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

注
所定単位は、（１）から（５）までにより算定した単位数の
合計

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　（1月につき　＋（一）の９０／１００）

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　（1月につき　＋（一）の８０／１００）

（３）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（４）　特定診療費

（５）　サービス提供体制強化加算

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）
（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）
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ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

注 注

利用者の数及び
入院患者の数の
合計数が入院患
者の定員を超え
る場合 又

は

看護・介護職員
の員数が基準に
満たない場合

又
は

看護師が基準に
定められた看護
職員の員数に
20/100を乗じ
て得た数未満の
場合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たも
ので、医師の数
が基準に定めら
れた医師の員数
に60/100を乗じ
て得た数未満で
ある場合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たも
の以外で、医師
の数が基準に定
められた医師の
員数に60/100
を乗じて得た数
未満である場合

常勤のユニットリー
ダーをユニット毎に
配置していない等
ユニットケアにおけ
る体制が未整備で
ある場合

利用者に対して送
迎を行う場合

要支援１ （ 850 単位）

要支援２ （ 1,011 単位）

要支援１ （ 960 単位）

要支援２ （ 1,115 単位）

要支援１ （ 784 単位）

要支援２ （ 953 単位）

要支援１ （ 846 単位）

要支援２ （ 1,036 単位）

要支援１ （ 761 単位）

要支援２ （ 925 単位）

要支援１ （ 823 単位）

要支援２ （ 1,008 単位）

要支援１ （ 749 単位）

要支援２ （ 909 単位）

要支援１ （ 811 単位）

要支援２ （ 993 単位）

要支援１ （ 687 単位）

要支援２ （ 848 単位）

要支援１ （ 797 単位）

要支援２ （ 952 単位）

要支援１ （ 591 単位）

要支援２ （ 752 単位）

要支援１ （ 653 単位）

要支援２ （ 835 単位）

要支援１ （ 962 単位）

要支援２ （ 1,118 単位）

要支援１ （ 962 単位）

要支援２ （ 1,118 単位）

要支援１ （ 853 単位）

要支援２ （ 1,045 単位）

要支援１ （ 853 単位）

要支援２ （ 1,045 単位）

　：　特定診療費、介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

基本部分

注

（１）　認知症
　疾患型介護
　予防短期
　入所療養
　介護費
（１日につき）

大
学
病
院

（一）　認知症疾患
　型介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅰ）

　看護<3：1>
　介護<6：1>

a.認知症疾患型介護予防短期
　入所療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

×７０／１００

×７０／１００ ×９０／１００

片道につき
　＋１８４単位

b.認知症疾患型介護予防短期
　入所療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

一
般
病
院

（二）　認知症疾患
　型介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅱ）

　看護<4：1>
　介護<4：1>

a.認知症疾患型介護予防短期
　入所療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

b.認知症疾患型介護予防短期
　入所療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

（三）　認知症疾患
　型介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅲ）

　看護<4：1>
　介護<5：1>

a.認知症疾患型介護予防短期
　入所療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

b.認知症疾患型介護予防短期
　入所療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

（四）　認知症疾患
　型介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅳ）

　看護<4：1>
　介護<6：1>

×７０／１００ ×９０／１００ ×９０／１００

b.認知症疾患型介護予防短期
　入所療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

（五）　認知症疾患
　型介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅴ）

　経過措置型

a.認知症疾患型介護予防短期
　入所療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

b.認知症疾患型介護予防短期
　入所療養介護費（ⅱ）
　<多床室>

（２）　認知症
　疾患型経過
　型介護予防
　短期入所
　療養介護費
　（１日につき）

（一）　認知症疾患型経過型
　   介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）
   　<従来型個室>

（二）　認知症疾患型経過型
　   介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）
　   <多床室>

（３）　ユニット
　型認知症
　疾患型介護
　予防短期
　入所療養
　介護費
　（１日につき）

大
学
病
院

（一）　ユニット型
　認知症疾患型
　介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅰ）

a.ユニット型認知症疾患型
　介護予防短期入所療養
　介護費（ⅰ）
　<ユニット型個室>

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

×９７／１００

b.ユニット型認知症疾患型
　介護予防短期入所療養
　介護費（ⅱ）
　<ユニット型準個室>

一
般
病
院

（二）　ユニット型
　認知症疾患型
　介護予防短期
　入所療養
　介護費（Ⅱ）

a.ユニット型認知症疾患型
　介護予防短期入所療養
　介護費（ⅰ）
　<ユニット型個室>

b.ユニット型認知症疾患型
　介護予防短期入所療養
　介護費　（ⅱ）
　<ユニット型準個室>

－１２単位

×９０／１００

a.認知症疾患型介護予防短期
　入所療養介護費（ⅰ）
　<従来型個室>

（７）　介護職員処遇改善加算

（一）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

注
所定単位は、（１）から（６）までにより算定した単位数の
合計

（二）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　（1月につき　＋（一）の９０／１００）

（三）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　（1月につき　＋（一）の８０／１００）

（４）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（５）　特定診療費

（６）　サービス提供体制強化加算

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）
（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）
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